
（参考２）法人設立届出書 

 

税務署受付印に受領印のある書類の写しをご提出下さい。電子申請の場合は押印がありません

ので、代わりに税務署の受信通知（見出しは「メール詳細」）の提出を求める場合があります。 

１の場合、個人事業主、その親族及び使用人等だった者はエンジ

ェル税制の適用対象外となります。「等」については参考５の一定

の株主（第 4号・第 6号・第 7号）をご確認下さい。 

２と３のように、合併又は分割により設立した法

人はエンジェル税制の適用対象外となります。 

４のように、現物出資により設立した法人の場合、当該現物出資分はエ

ンジェル税制の要件の「金銭の払込みによる株式の取得」に該当致しま

せんので、当該現物出資分はエンジェル税制の適用対象外となります。 


